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農林水産物の生産から消費
の各段階で環境負荷を減らす
取り組みを支援する国の「みど
りの食料システム戦略推進交
付金」の活用が、東海４県（岐
阜、静岡、愛知、三重）で進ん
でいます。９月中旬時点で３４
件の交付が決定しました。交
付を受けた組織では、化学肥
料・農薬の削減につながる栽
培技術の実証、有機農業によ
る産地づくりなどを進めていま
す。各県では今後も取り組み

件数が増える見通しです。
東海４県では岐阜県８件、
静岡県８件、愛知県１２件、三
重県６件で支給が決まっていま
す。このうち、環境負荷軽減に
つながる栽培技術や省力化の
ための先端技術の導入をする
「グリーンな栽培体系への転換
サポート」は２５件です。岐阜県
大野町の協議会では、柿で交
信かく乱剤を使った防除や鶏
ふんペレットの活用などに取り
組みます。愛知県豊橋市の協

議会は、ナ
スで土着天
敵を使った
化学農薬の
使用量削減
を進めてい
ます。
生産から
消費まで一貫して地域全体で
有機農業の体制整備を後押し
する「有機農業産地づくり推
進」は４件です。岐阜県白川
町は露地野菜や水稲、愛知県

東郷町と南知多町は露地野
菜、三重県尾鷲市は甘夏で産
地づくりに向けた実施計画を策
定します。

（日本農業新聞　2022年9月28日）

東海４県 ３４件決定
みどり戦略推進交付金　

環境測定装置を活用して適正な栽培管理に取り組む岐阜県の協議会

　ネギ産地ではネギアザミウマ
による被害が問題となっており、
一部地域では殺虫剤の効果の
低下が懸念されています。また、
雄が発生する産雄単為生殖系
統（産雄系統）は従来の雌しか
発生しない産雌単為生殖系統

（産雌系統）に比べ、殺虫剤に対
する感受性が低下しているとさ
れています。ネギ産地におけるネ
ギアザミウマの殺虫剤抵抗性管
理のために、各産地における生
殖型を調査し、産雄系統の分布
状況と殺虫剤感受性の把握を

群がみられました。
　防除の際は、同一系統の薬剤
の連用を避ける等、薬剤抵抗性
管理を意識することが大切で
す。例えば、ネギアザミウマ多発
生時の防除では、シペルメトリン
剤などの合成ピレスロイド剤を
用いた防除は控える必要があり
ます。また、ネギアザミウマは広
食性であるため、ネギ以外の野
菜類での防除においても薬剤の
選択には注意が必要です。

行いました。
　その結果、県内広域でネギア
ザミウマの産雄系統が確認され
ました。また、ネギアザミウマの産
雄系統混発個体群は、シペルメ
トリン乳剤（合成ピレスロイド剤）
に対して感受性が低下してお
り、ネオニコチノイド剤、有機リン
剤に対しても産雌系統個体群よ
りも感受性が低下傾向にあるこ
とが分かりました。ピリダリル水
和剤については、生殖型に関わ
らず感受性が低下している個体
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県内各地でネギアザミウマ
産雄単為生殖系統の分布を確認

ネギ産地における害虫防除
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